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本誌は,財 政と公共政策に関する幅広い領域の理論的 ・実証的研究の成果を公表 し,相 互交流 を促すこ
とによって財政学研究,お よび公共政策研究の更なる深化 ・発展に寄与 してい くことを目指 しています,
本誌の発行は財政学研究会を母体 としていますが,上 述の 目的のために会員だけでなく広 く非会員の方々
からの本誌への投稿 も歓迎 します.
本誌への投稿論文は,財 政学研究会内に設けられた 『財政と公共政策』編集委員会 によって受理され,
編集委員会の選任 した複数の査読者による審査の上,掲 載を許可されたものが掲載 されます.な お,投 稿
を希望される方は,以 下の投稿規定に留意されるようお願い申し上げます.
投 稿 規 程
[本誌の扱う内容]
財政学(予 算論,経 費論,租 税論,公 債論,地 方財政論,国 際財政論,財 政政策論,財 政思想,財 政史
等),国 家 ・自治体論,地 方自治論,ガ バナンス論,規 制緩和,民 営化,公 益事業論,公 共政策論(環 境政
策,交 通政策,国 土政策,都 市政策…)等 関連領域.
[投稿論文の受理]
投稿論文は随時受け付けています.到 着 した原稿から順次査読に入 り,査 読終了後 に掲載が決定したも
のから順番に,年2回 発行(5月,10月)さ れる本誌 に掲載 していくことにします.な お,投 稿 された論
文は返却されません.
[投稿論文の種別]
投稿論 文 には,研 究論文(制 限字数25,000字),研 究 ノー ト(同15,000字),展 望論文(同20,000字)の 区
別が あ ります.た だ し,制 限字数 は全 て図表込み の数字 です.図 表 を用 いる場合 は1点 を800字 と計算 し,
5点 まで を上の字数 に含 め るこ とが で きます.ま た,総 字数が上記 の制限字数 を超 え る場合,文 章につい
て は1ペ ー ジ(約1,700字)に つ き3000円,図 表 については1点 につ きその作成 費用 相 当額 だけ,投 稿料 が
引 き上 げ られ ます ので,あ らか じめ ご留 意下 さい.な お,抜 き刷 りにつ きましては ご要望 に添 えかね ます
ので,ご 了承 くだ さい.
[投稿料]
財政学研究会会員は無料,非 会員は有職者の方が1万 円,大 学院生の方は5千 円となります.
[論文提出要領]
投稿 を希望 される方は,テ キス トフ ァイル,MicrosoftWord,一太郎 いず れかに よる文書 フ ァイルを下
記の投稿論 文送付先 に提 出 して下 さい.な お,上 記の文書 ファイルではな くハー ドコ ピーにて投稿 を希望
され る方 は本 研究 会 までお 問 い合 わ せ下 さい.ま た,掲 載が 決定 した場 合 に は,テ キス トフ ァイ ル,
MicrosoftWord,一 太郎のいずれか による文書 フ ァイル を提 出 して頂 くこ とにな りますので,あ らか じめ
ご留意下 さい.図 表 をフ ァイル として提 出する場合 には,上 記 ワープロソフ トで作 成で きる もの以外に は,
MicrosoftExce1,Lotusl-2-3に よって作成 され たものお よびCSV(カ ンマ 区切 りテキス ト)フ ァイルに限 り,
受 領す るこ とが可能です.そ れ以外 の ものは,鮮 明 な印刷 原稿,ま たはコ ピー をご用意 下 さい.な お,投
稿 論文 には以下の内容 を記載 した表紙 を添付 して下 さい.① 論文 タイ トル②投稿者 の氏 名③ 連絡先(住 所,
電話 ・FAX番 号,Eメ ールア ドレス)④ 英文 タイ トル⑤英 文氏 名⑥ 内容要約(日 本語,約200字).
[投稿論文送付先]
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この シンポジウムでは、まず広井良典先生(千 葉大学)に 基調講演を して
いただいた。この講演では、これまで概 して異なる文脈で議論されてきた
「環境(政 策)」 と 「福祉(政 策)」 を統合的な視点か らとらえなおし、今後の
社会のあ り方に関する トー タルな構想を考えることをテーマとし、そこか ら
ひとつの理念として 「持続可能な福祉社会」 というコンセプ トが示された。
続けて福士正博先生(東 京経済大学)、 山森亮先生(同 志社大学)、 田村哲
樹先生(名 古屋大学)に よるコメン トをいただ くかたちで進行 した。その後、
フロアも含めて活発な議論が展開された。
『財政と公共政策』編集委員会




華驚轍懸灘灘縷隷灘難難 灘懸懇騰灘膿織灘縣灘灘纒i灘騰議鐸羅羅難羅霧難 難 纈轍譲懇撚 蟻磯懸灘鑛難難響
本特集は、2008年4月25日 に京都大学にて開催された財政学研究会の
講演会の記録である。今春は、宮島洋先生(早 稲田大学法学部)を お招き し、
「社会保障の財政 ・税制論および税務 ・徴収行政論」 というテーマにてこ講演
いただいた。ご講演では、(1)消 費税の仕入税額控除 における家事関連費に
かかわる問題、(2)租 税 回避スキームに関する租税法の限界、(3)地 方税の
税務行政について論 じておられ、税務行政の問題が財政学と法律の両面から
考察されていた。講演の後、フロアから多 くの質問があが り、宮島先生 にそ
れにお答えいただくかたちで活発な議論が展開された。
『財政と公共政策』編集委員会


















務を執行 し、必要に応 じて事務局を置 くことがで きる。
w会 費
会員 よ り年 間会 費5.000円 を徴収 す る。 三 ヵ 以上 にわた り套 を,・めない もの は、.、質1と して
会 目たる盗 を'。 完生会 目の会 費につ いて は 除 一らめ る。 会費の変 更 は総会が決 定す る。
皿 会計監査及び予算
総会は年間予算 を決定 し会計監査一名を選出する。会計監査委員は年一回会計監査を行 う。








1e本 会機関紙、『財政と公共政策』 を年二回発行する。総会において編集委員会 を設置し、編集
委員会がその編集、発行 を行う。編集委員会の規則は別途定める。
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Shunichi Teranishi Rethinking of  'Environmental Values' 
Toyoaki Washida Comments 
Questions and Replies
 Special Symposium 
             Kazuhiro Ueta Opening Remarks 
             Yoshinori Hiroi Sustainable Welfare Society 
             Masahiro Fukushi Comments 
             Toru Yamamori Comments 
             Tetsuki Tamura Comments 
             Questions and Replies
Policy
Special Lecture 
             Kazuhiro Ueta Opening Remarks 
             Hiroshi Miyajima Issues on Tax Policy and Administration in Social Security
                  Reform and Fiscal Decentralization 
Questions and Replies
Research Notes 
            Yo Tsuchida Employment Securing World  City
Book Review 
             Shigeru Suzuki Public Works Reforms: Learning from the Nagano Experience 
            Satoshi  Niioka The  Federal Budget of United States of America
Research Trends 
             Kazuko Goto The 2008 Congress of Association for Cultural Economics
 International/Japanese Association for Cultural Economics 
Shinichi Yatsuki The 16th Congress of Japanese Association of Local Public
Finance
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